


第１部 ⻘森県経済の動向
第１章 最近の世界経済及び日本経済の動向
第1節 最近の世界経済の動向
・世界経済の動向と見通し

第2節 最近の日本経済の動向
・日本経済の動向と見通し

第２章 最近の本県経済の動向
第1節 総体的な動向
・本県経済の動向と景況判断、県⺠経済
計算からみた本県経済

第2節 主な経済分野の動向
・生産、雇用情勢、消費、建設投資・
⺠間設備投資、企業倒産、⾦融

第3節 ⻘森県の人口

令和４年度版⻘森県社会経済⽩書

統計資料編
1 ⻘森県景気動向指数の概要
2 ⻘森県景気ウォッチャー調査
3 各種統計調査
(1)平成27年⻘森県産業連関表
(2)令和2年国勢調査(移動人口の男女・年齢等集計結果等）
(3)令和3年社会生活基本調査

4 経済動向の年表

第２部
【特定テーマ】
コロナ禍における本県経済と人口の動向
について

第１章 新型コロナの感染拡大による
県内経済への影響

第1節 感染拡大の状況
第2節 景況感から見た県内経済への影響

第２章 世界的な物価の高騰・円安が
もたらした県内経済への影響

第３章 コロナ禍の人口動向
第1節 出生の動向
第2節 社会動態の動向

第４章 産学官金連携による共同研究
〜コロナ禍における本県の

農林水産業の動向〜
第1節 県産米
第2節 県産果実

120万4,343人(対前年比1.4％減)
※令和4年(2022年)10月1日現在
【人口移動の状況】
自然動態 1万3,249人の減少
出生者数が減少し、死亡者数が増加した
ことからマイナス幅が拡大

社会動態 3,713人の減少
新型コロナ対策の行動制限が緩和され
社会経済活動が再開したことにより、
転入・転出とも増加

本県の人口

資料)県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日
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(人) 図2-3-7 転入者数と転出者数の推移
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　　　資料)総務省「国勢調査」、県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
　　　※S56～59、S61～H1、H3～6の年齢3区分別割合は推計値
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図2-3-1 青森県の人口の推移
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資料)県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日
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(人) 図2-3-6 出生者数と死亡者数の推移
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本県経済の動向

生 産 鉱工業生産指数は下降傾向にあり、第2四半期以降は100を下回る水準で推移
雇 用 有効求人倍率は1倍を超える水準で推移
消 費 百貨店販売額は大幅減、その後回復傾向。スーパー販売額は堅調に推移
その他 景気動向指数(ＣＩ)は回復基調にあり、景況感は50を上回っている

【経済概況】
新型コロナウイルス感染症や物価上昇の影響がみられるものの、持ち直しの動きが
みられる。（⻘森県経済統計報告（令和5年(2023年)2月分）から）

※令和2年3月分からは平成28年経済センサス－活動調査に基づいた対象事業所の見
直しがなされ、スーパー及び百貨店・スーパー合計額の前年同月比について、その
ギャップを調整するリンク係数で処理された数値となっている。
資料）経済産業省「商業動態統計」
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図2-2-4-8 新設住宅着工戸数の推移

青森県

東京圏(右目盛)

(万戸)（戸）

資料）国土交通省「建築着工統計調査」 ※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

※ 「家計関連」は、卸・小売業、飲食店、宿泊業、タクシー等の運輸業、サービス業等の
業種のこと。 「企業関連」は、製造業、建設業、広告・デザイン等の業種のこと。「雇用
関連」は、人材派遣、新聞社求人広告等の業種のこと。

資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」
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図2-1-1-4 乗用車新車登録・届出台数

新車登録・届出台数

前年比（右目盛）

（台） （％）

資料）日本自動車販売協会連合会青森県支部「「自動車登録状況 新車月報」、

同連合会「自動車統計データ」

新型コロナ
拡大

ウクライナ
侵攻

49.2 

85.5 

77.7 

128.3 

97.8 

52.2 

83.2 

25

50

75

100

125

150

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4年

図2-1-1-5 青森県景気動向指数CI一致指数

資料）県統計分析課「青森県景気動向指数」

（平成27年＝100）
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図2-1-1-6 景気現状判断ＤＩの推移（青森県）
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資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※令和4年は速報値

経済産業省「鉱工業指数」、東北経済産業局「管内鉱工業指数」
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-1-1-2 有効求人倍率（季節調整値）の推移

青森県 全国

新型コロナ

拡大

27,930 

64,710 

14,490 

34,600 

122,500 

21,250 

39,390 
57,130 

69,670 

109,900 

143,590 

242,980 

296,240 

337,620 

73,820 
13,240 

29,010 

1.1 
1.6 

1.8 

3.0 

4.0 

6.7 

8.0 

8.7 

2.9 

0.5 
0.8 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4年

図2-2-3-26 国籍別外国人延べ宿泊者数の推移(青森県)
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資料)観光庁「宿泊旅行統計調査」

※従業者数10人以上の施設、「その他」には国籍不詳も含む。令和4年は速報値
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第２部
【テーマ】
コロナ禍における本県経済と人口の動向について
新型コロナウイルス感染症(COVID-19、以下「新型コロナ」という。)の感染拡大が続く中、

ロシアによるウクライナ侵攻や円安により加速した物価の高騰が本県経済に与えた影響と、
自然動態と社会動態の2つの側面から新型コロナが人口動態に与えた影響を考察している。

第１章 新型コロナの感染拡大による県内経済への影響

・本県の新型コロナの陽性者数は令和4年8月に最多となった。足元では感染拡大が続くものの、
新型コロナの感染防止対策の徹底と社会経済活動の維持との両立が進んでいる。

・「景気ウォッチャー調査」特別調査のテキスト分析の結果、出現回数の多かった「キャンセ
ル」「中止」「祭り」が本県に特徴的なキーワードとして捉えることができ、春のさくらまつ
りや夏祭り等の中止などが様々な業種に打撃を与え、景況感に強く影響を及ぼしたと推測され
る。

・ロシアによるウクライナ侵攻や円安によりエネルギー・食料品・原材料価格の高騰が加速し、
本県企業においても仕入価格が著しく上昇。一方で、仕入価格の上昇分を販売価格に十分転
嫁できている状態とは言い難く、企業の経営にもマイナスの影響を与えている。

・消費者物価数の上昇に伴い、令和4年の家計支出は食料、光熱・水道を中心に上昇傾向にあ
るが、物価の伸びに賃⾦が追い付かないため、今後は購買意欲の低下や消費活動の停滞が懸
念される。

第２章 世界的な物価の高騰・円安がもたらした県内経済への影響
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図2-4 仕入価格判断DI及び販売価格判断DIの推移

(青森県)

仕入価格判断（点線は先行き判断）

販売価格判断（同上）
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「下落」超

(％ポイント)

資料)日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」
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図2-7 原材料・仕入れ価格高騰の経営への影響
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資料)あおもり創生パートナーズ株式会社「原材料・仕入れ価格高騰の企業経営への影響

～県内企業アンケート調査～」
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図2-9 1世帯当たり十大消費支出寄与度(青森市・2人以上世帯・前年同月比)
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資料)総務省「平成27年国勢調査」 ※転入超過率=(転入－転出)÷前回国勢調査時の人口

厚生労働省「令和2年人口動態統計」 ※-(マイナス)は転出超過

合計特殊出生率が高い傾向

第３章 コロナ禍における人口動向

出生の動向 ・コロナ禍で婚姻件数と出生数
の減少が加速化している。

・本県の合計特殊出生率は横ば
い状態で、女性人口の減少が
本県の出生数に与える影響が
大きい。

・本県の女性人口の減少は少子
化に加え20〜24歳の県外転出
に起因しているが、本県と同
様に20〜24歳の転出超過幅が
大きい地域であっても、25〜
39歳で転入超過に転じる地域
では、合計特殊出生率が高い
傾向にある。

・20代後半からの還流により女
性人口を増やしていくことが
出生率向上の糸口につながる
と考えられる。

社会動態の動向
・新型コロナの感染拡大以降、県
外への転出超過幅は縮小傾向が
みられるが、令和4年の日本人
国内移動者は転入者数、転出者
数ともに増加している。

・県内市町村間の移動では、県内
主要３市とその近郊エリア、他
管内の市部から町村部への転入
みられるエリア、管内全域で転
出超過のエリアの3つのパター
ンに分類される。

・就業者に占める大学・大学院卒
業者の割合が高い地域では転入
超過率が高い傾向にあり、本県
は大卒者等の割合が低く、転入
超過率が低い。

第４章 産学官金連携による共同研究
～コロナ禍における本県の農林水産業の動向～

・「統計データ利活用人財育成のための共同研究」を産学官⾦連携で実施した。
・研究テーマとして「コロナ禍における本県の農林水産業の動向」について、ポストコロナを
見据え、県産米や県産果実でさらに外貨を稼ぐために阻害している要因をデータで捉え、分
析結果から外貨獲得のための方向性を考察した。

Ⅱ 20～24歳転出超過、25～39転入超過

Ⅰ 20～24、25～39転入超過

Ⅲ 20～24、25～39転出超過 Ⅳ 20～24転入超過、25～39転出超過

・県外移動に加え県内移動も踏まえた上で、地域の特徴に応じた取組の推進や、足元では日
本人国内移動者の転出超過幅が再び拡大傾向にあることから、大卒者など多様な人財が活
躍できるような環境づくりに取り組むことで、若年者の県内定着と人財還流の推進につな
がっていくことが期待される。
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図3-2-3-12 就業者に占める大学・大学院卒業者の割合と転入超過率(20～24歳)

資料）総務省「令和2年国勢調査」、「令和2年住民基本台帳移動報告」 ※日本人、－(マイナス)は転出超過

(％)

(％)

就業者に占める大学・

大学院卒業者の割合

全国平均 24.0％


